
原

ｈｔｔｐｓ://ｗｗｗ.ｎｏｍａ.ｏｒ.ｊｐ

日経関発第3 2－0 2 0 3号
2 0 1 9 年 9 月 1 9 日

公営住宅をめぐる諸問題と実践的対応
拝啓　時下ますますご清祥のこととお喜び申しあげます。
　本会事業には、平素より格別のご支援・ご協力を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、公営住宅の管理は、入居者の家賃滞納や住宅の明渡請求などさまざまな問題があり、訴訟に発展するケー
スも少なくありません。
　本講座では、公営住宅をめぐる諸問題への対応について、１日目に条例・規則等による改正民法対応を含めた予
防的施策を解説した上で、２日目は紛争に発展してしまった場合の事後的施策（民事保全・民事訴訟・民事執行）
についてわかりやすく解説いたします。
　時節柄公務ご多忙の折とは存じますが、この機会に関係各位多数のご参加をおすすめ申しあげます。

敬　具　

住 宅 管 理 課 長
都市計画・都市整備課長
債 権 管 理 課 長
住 宅 供 給 公 社

2020年 2月20日（木）
2月21日（金）

小松島市法務監・弁護士 中　村　健　人 四
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※参加料には、別途消費税がかかります。
※銀行振込の手数料は貴団体にてご負担ください。

※宿泊料は変更になる場合がございます。

８，０００リーガプレイス肥後橋



「公営住宅をめぐる諸問題と実践的対応」参加申込書（3916）

　早稲田大学大学院法学研究科修士課程修了。神戸大学大学
院経済学研究科博士前期課程修了。平成15年10月に弁護士登
録後、弁護士法人三宅法律事務所、シスメックス（株）、徳島県
小松島市に勤務。平成28年4月より弁護士法人リーガルアクシ
ス所属、小松島市法務監就任。
　著書に『改正行政不服審査法－自治体の検討課題と対応の
ポイント－【施行令対応版】』（第一法規、2016年）、『自治体
職員のための民事保全法・民事訴訟法・民事執行法』（第一法
規、2017年）、『ケーススタディ行政不服審査法－自治体におけ
る審査請求事務の手引き』（第一法規、2018年（共著））など。
論文に『孤立死に関する一考察－葬祭の実施・公営住宅の明
渡・相続財産管理人の選任について－』（自治体学28巻1号、
2014年【自治体学研究奨励賞（2015年度）受賞】）など。

小松島市法務監・弁護士 中　村　健　人  氏

　

公営住宅をめぐる諸問題と
条例・規則等による対応【事前対応】

１. 住宅管理  
⑴ 入居者の死亡・破産
⑵ 近隣トラブル
⑶ 設置・管理の瑕疵

２. 債権回収 
⑴ 賃料の滞納
⑵ 連帯保証人への請求
⑶ 生活保護受給者の対応

３. 明渡し
⑴ 明渡請求事由
⑵ 明渡請求手続

４. 各自治体の条例・規則分析

公営住宅をめぐる諸問題に対する法的措置
【事後対応】

１. はじめに－公営住宅に関わる判例分析－

２. 民事保全（手続編）
⑴ 民事訴訟の問題と民事保全の役割
⑵ 民事保全の申立て（占有移転禁止の仮処分）
⑶ 民事保全の審理
⑷ 担保の提供

３. 民事保全（執行編）
⑴ 保全執行の申立て（占有移転禁止の仮処分）
⑵ 保全執行の実施

４. 民事訴訟（手続編）
⑴ 訴えの提起（建物明渡・未払賃料等請求）
⑵ 審理
① 主張・立証段階
② 証拠調べ段階

⑶ 判決
⑷ 支払督促（未払賃料等請求）

５. 民事訴訟（主張・立証編）
⑴ 民事訴訟の主張段階
⑵ 民事訴訟の立証段階
⑶ 裁判所の事実認定

６. 民事執行
⑴ 民事執行の申立て
　 （建物明渡、動産・債権差押）
⑵ 建物明渡しの強制執行手続
⑶ 動産執行手続
⑷ 債権執行手続
⑸ 第三者異議の訴えへの対応

７. おわりに－指定代理人の活用方法－

※貴庁の公営住宅条例・規則・要綱をご持参ください。
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